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本稿では児童虐待相談件数急増とそれに伴う施設型社会的養護への措置児童増加を背景に、児童家庭
福祉の分野で支援のゴールとされる「家族再統合」がどのように理解されているかを検討した。虐待親
支援を行う児童相談所や、アセスメント指標・ペアレンティングトレーニング等の開発を行う研究者が
狭義に「家庭復帰」と見なす傾向があったのに対し、社会的養護の現場では親子にとっての最適な物理
的・心理的距離の達成という比較的広義に理解している。親子関係の修復の困難性をよく理解している
社会的養護の現場でなお「家族再統合」を目指すのは、現代社会が家族に対する強い期待を抱いている
からだと考えられた。
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1．はじめに
（1）問題の背景
1990 年代以降、児童虐待の急増が言われてい
る。幼い子どもが暴行や遺棄によって死亡する事
件が繰り返し起こり、報道され、社会の関心を集
めてきた。親が我が子に暴力を振るうという現象
は驚きを持って受け止められ、子どもへの同情や
虐待親への非難を導いたが、実はわが国で児童虐
待が社会問題化されたのはこれが初めてではな
い。それと同時に、問題とされる現象の範囲や社
会問題化の文脈も、時代によって異なってきた。
たとえばわが国で比較的初期に児童虐待が注目
されたのは、第二次世界大戦より以前のことであ
る。この昭和初期に問題とされたのは、過酷な児
童労働と児童の搾取、軽業や見世物に児童を使用
することであり、1933 年にはわが国で初めての
児童虐待防止法が成立している。同法が対象とし
たのは 14 歳未満の監護者から虐待された児童で、
虐待者の処罰よりも被虐待児童の保護を目的とし
ていた 1）。
また 1970 年代に入ると、「コインロッカーベイ
ビー」2） に代表される嬰児殺、乳児遺棄事件が複
数発生し、社会の強い関心を集めた。これらの事
件は、従来の「子捨て」が子どもの生存を期待し
て見つかりやすい場所に子どもを放置したのに対
し、コインロッカーという子どもの生存の可能性
を考慮しない遺棄場所が選択された点で社会に衝
撃を与えた。この時期は今日の児童虐待ではなく、
「子捨て・子殺し」というカテゴリーで問題把握
された。田間によれば、この「子捨て・子殺し」
は子どもを自らの手で育てられない親の社会的・
経済的な背景によるネグレクトとしてではなく、
もっぱら「母性を失ったダメな母親」の非常識な
行動として理解され、母親批判が展開された（田
間 2001）。この時点では 1933 年児童虐待防止法
は 1947 年の児童福祉法制定と同時に廃止され、
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存在していないが、これらの事件を契機に立法を
伴う児童虐待対策が取られることはなかった。
一方近年の児童虐待への関心の高まりは、上記
2 度の社会問題化に次いで 3 度目の注目といえる。
児童相談所が養護相談から児童虐待相談を独立さ
せて統計を取り始めたのが 1989 年のことであっ
たが、それ以降今日に至るまで一貫して虐待相談
対応件数は増加を続けている 3）。特に都市部を中
心に児童相談所の一時保護所も乳児院・児童養護
施設等の児童福祉施設も常時満員の状況が続いて
いる。しかし相談事例の約 9 割は実は在宅指導に
とどまり、親子分離に至る事例は比較的少数であ
る。したがって、今日の児童相談所は子どもを虐
待親から分離保護するのではなく、親元にとどま
らせたまま安全を確保し、虐待的な親子関係を解
消するという困難な業務を担うことになった。こ
のように家族での生活を維持し、親子関係を改善
するために、「家族再統合」という概念が導入さ
れている。結果として、親子分離を伴う社会的養
護への措置事例は、急増する虐待通告のなかでも
最も危険度が高く、解決の困難な事例ということ
になろう。近年、社会的養護の現場でも同じく
「家族再統合」が支援のゴールとして設定される
ようになった。そしてこのもっとも困難な子ども
たちを受け入れている社会的養護の現場で、「家
族再統合」支援を担うこととされたのが、2004
年に導入された家庭支援専門相談員、通称ファミ
リーソーシャルワーカーである 4）。
（2）本稿の目的
今日、児童家庭福祉政策の領域では、親子分離
せず家族を維持できる状況で目指される「家族再
統合」と、親子の深刻な分断を経験した後の「家
族再統合」が同じ言葉で語られている 5）。だが、
前者は形態としては一度も親子分離を経験してい
ないことから、「家族再統合」というより、「家族
維持」や「家族保全」などと呼ぶ方が適当であろ
う。畠山はこの点について、わが国の児童虐待施
策の中に「家族維持（family preservation）」の
概念は未だ導入されておらず、ただ児童相談所や
市町村が行う「在宅指導」「在宅支援」の総称に
過ぎないと批判する（畠山 2007）。同様に澁谷も、
わが国の「在宅指導」が行政サービスの形態を指
すのみで、「家族保全」を目的としたものではな
い点を指摘し、「家族保全」概念を導入して専門
的価値を基盤としたサービスの開発を行う必要性
を主張している（澁谷 2002）。一方後者は、一度
分離した親子が何らかの意味で再び家族となると
いう意味で、「家族再統合」が用いられることが
適当であると考える。何らかの意味でというのは、
「家族再統合」概念は狭義には家庭復帰を意味す
るが、他方で親子が個別に物理的・心理的に最適
な距離を取ることを達成するプロセスとして極め
て広義に用いられることも多いからである。
だが、家庭復帰と比べて、広義の「家族再統合」
は親と子の多様な実態を含む概念であり、結局の
ところ、ケースの数だけ「家族再統合」の形はあ
り得るとも考えられる。もちろんそれはその通り
であろうが、しかし社会的養護の現場には、その
ような多様性とは別の次元で、日々の業務から見
えている「家族再統合」についての何らかのリア
リティを持った認識があるのではあるまいか。分
離に至る前の不調を起こした親子に対する援助が
必要なことも、深刻な虐待を受けている児童を保
護する必要があることも、一度は分離保護された
子どもと親を、できることならもう一度ひとつの
家族に再統合させたほうがよいことも、概ね我々
の社会のコンセンサスを得ていると言えよう。そ
の具体的な手法としてのアセスメントツールやペ
アレンティングトレーニングの開発が急務である
ことは言うまでもない。しかしその前提として、
「家族再統合」とは何かということが、もっとリ
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アリティをもって理解される必要がある。そして
その際、もっとも困難なケースを扱う社会的養護
の現場で、「家族再統合」をめぐって何が問題と
され、どのような「家族再統合」が目指されてい
るのかということが明らかにされなければならな
いと考える。
そこで本稿では、先行研究において「家族再統
合」という用語がどのような立場からどのような
意味で用いられているのか整理し、社会的養護の
現場が「家族再統合」を重視する意義を検討する。
2．先行研究に見る「家族再統合」
（1）「家族再統合」は社会的養護に固有の概
念か？
近年わが国の社会的養護分野で盛んに言及され
るようになった「家族再統合」だが、この語の元
になっている英語の「family reunification」あるい
は「family reintegration」という用語は、諸外国に
おいて必ずしも社会的養護分野でのみ用いられてい
るわけではない。たとえば「family reunification」
をキーワードに論文を検索してみると、1950 年
代から 1960 年代にかけては、戦争被害による離
散家族の再統合という文脈で言及されることが多
い。1970 年代に入ると、移民による離散家族の
再統合という文脈で研究論文に登場し、現在でも
移民や難民の離散家族の再会・再家族形成として
頻繁に使用されている。家庭外でケアされている
子どもの出生家庭への再統合という文脈で盛んに
用いられるようになるのは、概ね 1980 年代以降
のことである。また、「family reintegration」は
高齢者および障害者が入所施設から地域生活、特
に家族の元へ戻るという文脈でも用いられてき
た。ただし、今日わが国において「家族再統合」
という場合には、ほぼ社会的養護の文脈で用いら
れている。
しかし社会的養護の文脈においても、家族を維
持できる軽微な事例から、親子分離を伴う深刻な
事例まで、実際には目指されているゴールに差が
あるにもかかわらず、同じ「家族再統合」という
用語が使われている。そのため、「家族再統合」
は論者と使用する文脈によって異なった意味を持
ち、必ずしも明確な定義があるとは言えない。そ
もそも親子が具体的にどのような状態になれば
「家族再統合」されたと見なされるのか、またそ
れをどのように測定するのかということは、まだ
研究が始まったばかりなのである。そのため、
「家族再統合」とは何かということが実は曖昧な
ままである（菅野ほか 2008）との指摘もある。
とはいえ、そこには論者の数だけ多様な定義が存
在するというほどの混乱は見られない。むしろ
「家族再統合」を広義に捉える立場と、狭義に捉
える立場とに大別できる。そこで、まず両者の
「家族再統合」概念について概観してみよう。
（2）広義の「家族再統合」概念
現在、「家族再統合」をもっとも広義に定義し
たものは、Maluccio らの以下の定義であろう。
家族再統合は、自宅外措置を受けた子ども
を、実の家族と再び関係づける、計画に基づ
いた援助過程であり、子供たち、彼等の家族、
里親、またはその他のサービス提供者への
様々なサービスと支援を用いて行われるもの
である。その目標は、それぞれの子どもとそ
の家族が、その時点でもっとも適切なレベル
を回復し、維持することである。それは完全
に家庭復帰をすることから家族の絆を確認す
るための面会を続ける等、様々な形がある。
（Maluccio et al 1993）6）
トムソンは論文のなかで、この定義を現在アメ
リカでもっとも広く取り入れられている定義であ
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るとして採用している（トムソン 2005；2006）。
この定義に従えば、「家族再統合」とは親子のあ
る特定の状態を評価する概念ではなく、あるゴー
ルを目指して行われる支援の過程を指す概念であ
る。またそこで設定されるゴールも、決して親子
の同居に限定されるものではなく、幅広いレベル
で考えられている。「その時点でもっとも適切な
レベルを回復し、維持すること」という表現から
は、親子の最適な関係は時とともに変化するもの
であり、ある局面で判断された最適なレベルが、
常にその親子にとって最適なレベルであるとは限
らないと解釈できる。したがって、当該親子の最
適なレベルがどのようなものであるかは、社会的
養護に措置されている間も、措置解除された後も
常に問われ続けなければならず、そこで設定され
たゴールにむけた不断の努力が求められることに
なろう。
わが国でも「親子が親子であり続けられる関
係・形態の再構築・親子が安全かつ安心できる状
態で互いを受け容れられるようになること・種々
の援助を提供して、分離している子どもと家族と
の関係を再構築していく過程で、最適とされた統
合形態（井戸 2004；犬塚 2004）」と広義にとらえ
る視点が示されているが、このような捉え方は、
子どもの入所期間中のケアに関わる人たちからの
実践報告に多く見られた。
たとえば、乳児院で FSW を務める窪田は、子
どもが親を受け入れ乗り越えていくまでのプロセ
スを重視して次のように述べている。
冒頭に「家族再統合」という言葉に戸惑い
を抱いたと書いた。しかし、人にとって家族
は自身のアイデンティティーであり、失って
はいけないものあるとも認識している。自己
の親についてイメージを持てないでいる子ど
もたちが、将来に「自己」をも見失ってしま
うケースも見ている。虐待を受けた子どもで
あれ、子ども自身が長い時間をかけて親を理
解し踏み越えていくしかない。現実を現実と
して受け入れる作業をしてこそ生きていく力
が生み出せるのだと思う。「家族再統合」と
いう言葉は「一つ屋根に住む」ということだ
けをゴールとしているのではなく、子どもが
親を認識するためにお互いがよい関係でいら
れる距離を見つけることだと考えている。
（窪田 2004：37）
児童養護施設長を務める菅原は、従来の養護事
由とは異なる目的をもって施設に入所してくる高
齢児の存在を挙げて、家族再統合が単純に家庭復
帰だけを指していた時代とは異なる現状を次のよ
うに指摘する。
一般に、家族の再統合とは、家族が住む
「家」に児童養護施設などの社会的養護施設
から子どもが引き取られて家族と共に暮らす
ことと考えられる。
しかし、このところ小学高学年から中学生
に、自分の生活を立て直したいと訴えて児童
養護施設にやってくる子どもが増え始めてい
る。光の子どもの家に 2000 年度から 2003 年
度までの入所者 26 名中、小学 4 年以上が 11
名いるが、そのすべてがそうなのである。年
齢が二桁になると自らの生き方を考えること
が可能になり、自立に向かい自我を表現し始
めると考えられる。したがって、家庭引き取
りによる家族再統合の可能性は、経験的に入
所後 2 年以内、子どもの年齢一桁が区切りで
あるといえる。
年齢が二桁になると、子どもが自立を果た
した後、親たち家族と通常のかかわりを可能
にすることも再統合の一つの形と考えなけれ
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ばならない。（菅原 2004：50）
同じく児童養護施設長を務める平田は、我々が
素朴に過信しがちな家族イメージについて警鐘を
鳴らし、その上で家族再統合は広義にとらえられ
るべきと指摘する。
再統合が一緒に暮らすことを意味するので
あれば、家族の再統合はすべての虐待事例で
最終目標にできるわけではない。いったんは
家族の下に戻ったが、改めて施設を選んだ子
どももいる。一緒に暮らすことは選ばなかっ
たけれども親子の情愛を取り戻した父子もあ
る。その家族ができることの中でその子ども
が自分の存在を肯定して生きていくのに何が
一番良いことなのかを子どもと一緒に考え、
子どもが選ぶ手助けをしていくことが私たち
の施設の役割だと考えている（平田 2004：38）
このような捉え方は、保護者の様子や子どもの
成長をよく知る立場にあるからこその現実的な決
着点であるのかもしれない。上述の実践レベルで
の感覚的な「家族再統合」理解を、研究者の立場
から定義を試みたものに、才村の下記の指摘があ
る。
いずれにしろ、援助が必要なのは、同居の
有無を問わず、家族機能が不全状態にあるす
べてのケースであることを強調しておきたい。
したがって、家族再統合に向けた援助の目
標も、別居していた家族が再び同居を始める
ことにのみあるのではなく、同居している家
族にあっても、家族としての機能不全に陥っ
ている場合には、家族機能が再生され、家族
成員間の緊密で安定した情緒的関係が構築ま
たは再構築されることにあるといえよう。
さらに、別居している家族にとって、最も
望ましい家族再統合は、家族機能が再生され、
家族がともに暮らしながら豊かで安定した家
族生活を享受できることであることは言うま
でもないが、たとえ家族が離れて生活してい
ても、その構成員が互いに家族の一員として
のアイデンティティを持ち、互いにその存在
を受容することにより、情緒的なつながりが
再形成されるようになるならば、これも家族
が再統合されたと考えることができるわけで
あり、このような状況を実現することも家族
再統合の 1 つの目標といえるであろう。
しがたって、分離ケースにおける家族再統
合には、完全な家庭復帰、週末や長期の休み
に定期的に外泊するなどの部分的復帰、面会、
外出、外泊、電話、手紙などを通じて、家族
の一員としてのアイデンティティを確認・維
持できる機会を保障するなど、さまざまな形
態が考えられる。（才村 2005：273）
一方でアメリカではそれと同時に、「計画に基
づいた援助過程」ということが強く意識される。
施設養護に措置できる期間の制限がわが国以上に
厳密であることもあり、親子分離直後から「家族
再統合」に向けた計画的な親子の面会が開始され
る（ 棚 瀬 2005； 原 田 2006；2008； 池 谷 2009）。
子どもの安全が確保されるよう最善の注意を払い
ながらではあるが、面会の計画と短期間ごとの達
成目標は明確にされ、理由なく親子再統合へのス
テップが延期されることはない。この点は、施設
入所後しばらくは親子の面会を制限し、子どもが
施設生活に順応することを優先するわが国とは大
きな違いである。家庭復帰までのプロセスを明確
にし、時をおかずにステップを進行させていくと
いうアメリカの施策は、わが国の今後の「家族再
統合」政策にとって示唆に富んでいる。もちろん
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これは、効果の確認されている豊富なプログラム
が前提である。一方で、短い期限を設けているた
めに、もう少し時間をかければ「家庭復帰」でき
る可能性があるにも関わらず、里親委託の措置を
取らざるを得ないなどの弊害も指摘されている
（原田 2006）。
以上、わが国でも Maluccio らの家族再統合定
義のなかで親子の「最適なレベル」に着目し、最
終的に目指されるゴールの多様性が意識されてい
るものの、プロセスの側面についてはあいまいな
ままにされている点を指摘しておきたい。
（3）狭義の「家族再統合」概念
上述のように、わが国では、「家族再統合」の
定義は何かと問えば、比較的広義にとらえる傾向
にはある。ところが、実際に「家族再統合」を目
的として行われる支援プログラムが具体的に掲げ
るゴールは、明確に「家庭復帰」である傾向も同
時に生じている。
たとえば児童相談所では、保護者指導を行う立
場から、「家族再統合」をあえて狭義にとらえる
傾向がある。児童福祉施設の中に FSW が配置さ
れたが、そのことによって児童相談所が家庭支援
から退いたわけではない。むしろ児童相談所もま
た、2004 年の児童福祉法改正によってますます
明確にその責務を負ったとも言えよう。
鈴木は「家庭復帰」に至るまでの事例を取り上
げながら、親子分離を行う介入と、家族再統合支
援というベクトルの異なる業務を担っている児童
相談所ならではの支援の困難を次のように述べる。
児相は強制介入とその後の家族再統合に向
けた支援の異なる 2 つの役割を求められる
が、この 2 つが矛盾し、連続したものとして
つながっていかない現実に直面している。つ
まり、強制介入はときに保護者と児相の関係
を対立的なものとしてしまう。対立しないま
でも、保護者は児相の指導に受動的に従うだ
けで主体性をもって虐待を解決しようとする
動機は乏しい。そして、児相職員は強制介入
と家族再統合という矛盾する 2 つの役割、機
能をになうなかでジレンマを覚える。（鈴木
2007：79）
犬塚は、そのような児童相談所と保護者の対立
関係があるからこそ、児童相談所は保護者に対し
て次のような提示をしなければならないと述べる。
虐待を認めることが困難な場合でも「何を
したら返してくれるのかを言ってほしい。子
どもを取りあげただけで放置しているのはあ
まりにもひどい」と訴える親は多く、子ども
を取り戻す手段としてならば、児童相談所の
指導を受ける姿勢を示すことは多いという印
象です。この時に、再統合に向けた治療プロ
グラムを提供できないと、親の怒りは児童相
談所に向かい続け、虐待への気づきを促すこ
とは困難となります。児童相談所は親の怒り
を受け止めるとともに、引き取りに向けての
道筋を示し、親自身の課題や努力目標を明ら
かにし、必要な援助メニューを提示すること
が必要です。（犬塚 2004：25）
全国の児童相談所が行っている家族再統合のた
めのプログラムを調査した才村らは、「家族再統
合」を本来は幅広い意味があるとしながら、「本
調査では『分離した家族が再び一緒に生活するこ
と』と操作的に定義」（才村ほか 2005）している。
また犬塚も東京都の児童相談所が行っている実際
の家族再統合支援を「虐待を受けて家族と別々に
暮らしている子どもとその親、および分離後家庭
に戻った子どもと一緒に暮らしている家族を対象
― 51 ―
社会福祉　第 55 号　2014
として、家族関係の（再）構築を目的に、親への
治療的・教育的支援と親子関係修復のための治
療・支援」（犬塚 2007：120）と紹介している。
他方、実証研究の立場からは、「家族再統合」
を狭義にとらえたうえで、家庭復帰に向けた支援
プログラムの開発がなされ、かつ問題点が指摘さ
れている。たとえば大島らは、これまでの再統合
支援が保護者側の準備だけを問題にしており、子
どもにはケアプログラムしかなかったことを問題
視している（大島ほか 2006）。岩田は、児童相談
所で家庭復帰を判断するアセスメント尺度が使わ
れ始めていることに対し、その妥当性が検討され
ていないと批判する。また家庭復帰させることば
かりが注目され、その後の「家庭復帰の維持」の
重要性が認識されていないと主張している（岩田
2007）。加藤は分離から再統合までの一連の計画
を立てるためのアセスメント指標が確立していな
いこと、また親支援のためのプログラム開発が急
務であると指摘している（加藤 2004a；2004b）。
河合らは、家族再統合支援の重要課題であるペア
レント・トレーニングの導入が始まったばかりで
まだ効果測定がなされていないことを指摘し、そ
の測定試行を行っている（河合ほか 2007）。
また、海外の研究を紹介しながら、わが国の
「家族再統合」の実践について論じる論者も存在
している。たとえば桐野は、アメリカ連邦法であ
る「養子縁組と児童福祉に関する法律」（the 
Adoption Assistance and Child Welfare Act）に
お け る「family reunification」 や、 国 連「the 
Guidelines for the Alternative Care of Children」
に明記された「family reintegration」が家庭復帰
の意味に用いられていることを指摘している（桐
野 2013）。イギリスでは、子どもと養育者の関係、
および養育環境の永続性を重視し、長期に家庭外
措置されることのないように、早期の家庭復帰か
代替家庭への委託措置が決定される（Thoburn= 
1998）が、桐野はわが国でも「家族再統合」を
パーマネンシー・プランニングの中に位置づける
べきだと主張し、「家族再統合」の定義は広義に
は物理的に元の家庭に戻らない場合も含まれる
が、「実践における用語としての定義は常に狭義
の『子どもの家庭復帰』」（桐野 2006）だとして
いる。本村と若井も、海外の実践を紹介しながら、
わが国では支援プログラムや実践する人材にまだ
課題があることを示している（本村 2001；若井
2005）。
（4）両者の差異
先述の広義の「家族再統合」概念が、もっぱら
社会的養護の実践現場から言及されたのに対し、
狭義の「家族再統合」が児童相談所や研究者の実
証研究において言及されていたことは興味深い。
このような差が生じた仮説として、次の 2 点が考
えられる。1 点目として、社会的養護の現場と、
保護者支援プログラム開発を行う研究者との間
に、「家族再統合」に対する理解の明確な差があ
るということである。入所児童とその保護者の置
かれた困難な状況を間近に見ている児童養護施設
では、家庭復帰だけがゴールではないということ
が実感として認識されている。児童相談所の職員
にも保護者の置かれた困難な状況が把握されてい
るが 7）、本来的に保護者指導を行うべき立場の児
童相談所およびそこで用いられる支援プログラム
の研究者は、家庭復帰を目標としない保護者指導
が想定しにくい。そのため自らの業務・研究目標
を家庭復帰に求める傾向があると考えられる。ま
た 2 点目に、1 点目とも関連して、親子の関係を
測定するアセスメント指標や保護者に対する支援
プログラムは、ゴールを家庭復帰に限定するから
こそ開発が可能だということが挙げられる。広義
の「家族再統合」は理念としてはあり得るが、多
様で流動的なゴールを取る家庭復帰以外の親子関
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係の達成を目的としたプログラムは、ゴールと同
様に多彩でなければならず、現実的に策定は困難
であろう。そのため、児童相談所や保護者指導プ
ログラムの開発を目的とした研究領域からは、ど
うしても狭義の「家族再統合」概念が操作的定義
とならざるを得ないと考えられるのである。
（5）先行研究からみた「家族再統合」の定義
上述のように、わが国では「家族再統合」概念
が家庭復帰に限定される狭義の理解と、家庭復帰
に限らず親子の最適な関係を回復するという広義
の理解とに大別される。しかし広義に理解される
場合でも、Maluccio らの定義に含まれるプロセ
スとしての要素が欠落していたり、親子関係のア
セスメント指標開発や支援プログラム開発が狭義
の「家族再統合」のみを念頭に置いたものである
など、わが国の「家族再統合」をめぐる議論はま
だ十分に成熟したとはいえない状況である。
このような現状を踏まえ、本稿では社会的養護
における「家族再統合」をさしあたり以下のよう
に定義したい。
社会的養護における「家族再統合」とは、
分離を経験した親子が、種々の援助の提供を
受けて、再び親子としての関係を築く過程、
およびその親子にとって最も適切な物理的・
心理的距離を伴う関係を達成することである。
もちろん実際には、社会的養護の現場で用いら
れるアセスメント指標も、保護者支援プログラム
も、家庭復帰を想定したものであることに変わり
はない。しかしもっとも困難なケースを扱う社会
的養護の現場だからこそ、「家庭復帰」には矮小
化されない「家族再統合」理解があると考えられ
る。したがって、社会的養護の現場で実際にどの
ような「家族再統合」の実現が目指されているの
かを検討する際に、ここを基点に考えていく必要
があるだろう。
3．社会的養護の現場で「家族再統合」を
重視する意義
（1）「家族再統合」へのまなざし
上述のように、わが国ではいまだ「家族再統合」
をめぐる狭義の理解と広義の理解が混在してい
る。とくに理念としては広義にとらえる傾向があ
るものの、実際に保護者への指導を行う行政機関
である児童相談所が想定する目標は狭義の「家族
再統合」である。また児童相談所の取り組みや
「家族再統合」の可能性を測定する研究、具体的
な保護者支援プログラムの開発が操作的概念とし
て想定しているのも家庭復帰であった。そのため、
それぞれの親子にとって最適な距離を見出すこと
という理解は理想として支持されながらも、実際
のプログラム開発においては支援目標にしにくい
という限界があった。ともあれ、「家族再統合」
が児童福祉政策の中に位置づけられ、今後さらに
プログラム開発・評価研究と実践が期待されるこ
とは間違いないだろう。
だが、このような近年の「家族再統合」ブーム
に対して、社会的養護の現場からはある種の冷静
な視線が向けられていることもまた事実である。
たとえば児童養護施設長を務める平田は次のよう
に述べる。
日々被虐待児とともに過ごしている現場の
感覚からすれば、児童虐待の対応の最終ゴー
ルを「家族の再統合」とすることには不登校
の治療目標を再登校にするような違和感があ
る。児童虐待が大きな社会問題として取りあ
げられるようになってから発見、保護、治療
と対応策の範囲は少しずつ広がってきた。
「治療を受けている子どもを早期に発見して
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保護し、治療して家族のもとに帰す」という
ことが現時点における一連の対応策になって
いる。しかし帰す先の家族の実態がどうなっ
ているかをきちんと考えてみなくてはならな
い。当事者の誰もが「家族」という幻想に振
り 回 さ れ て し ま う 危 険 性 が あ る。（ 平 田
2004：38）
また同じく児童養護施設長の伊達は、社会的養
護政策の転換を次のように批判する。
子どもの保護は家族分離でもある。そこで
この「負」の意味合いを打ち消すために、家
族再統合ということが叫ばれるようになる
が、私は、この状況を少しいぶかしく思って
いる。家族再統合は、親の失調、親子関係の
不全、子どものつまずきや外傷から、その回
復や発達に向かっていく複雑な過程であっ
て、そうしたことがよく見えてこないからで
ある。
またどれだけ家族再統合に努力しても、そ
れが叶わないというケースが存在するという
ことである。親の死別や失踪といった極端な
場合を除いても、こうした事例は必ず出てく
ることになるので、児童養護施設から、この
ための家庭代替という役割を外すことはでき
ない。家族再統合を掲げるだけでは、こうし
たケースに対応できないことになるだろう。
そして家族再統合が、児童養護施設の「回
転率」を速くするために叫ばれているのでは
ないか、という懸念もある。子ども虐待問題
の増加に連動して児童養護施設が「満杯状態」
となり、保護しなければならない子どもの受
け皿が不足してきた。家庭においたまま万一
のことがあれば、すぐに責任追及につながり
かねないご時世である。このため、保護に支
障がでてくる状態の改善は、急務となってく
るからである。しかしこれでは、ますます子
どもの保護に収斂していくだけで、ケアから
遠 の い て い く こ と に な る だ ろ う。（ 伊 達
2004：26）
ここには、ともすると家庭支援専門相談員制度
化以前から家族支援に長年尽力してきた者ならで
はの自負があり、今頃になって殊更に取り上げる
ほどのことでもないというような意識があるのか
もしれない。早期に家庭復帰を行って再措置に
なった過去の事例から得た教訓、あるいは施設の
「回転率」を上げようとする行政への不信もある
だろう。経験に裏打ちされた勘は、必ずしも非科
学的と切り捨てられるものではない。しかし、入
所児童の質や背景にある家族の抱えている課題は
時代とともに変化するものである。家族そのもの
も変化を続けている。
（2）なぜ家族再統合なのか？
それではなぜ今「家族再統合」なのだろうか。
そこには我々の社会の持つ根強い家族への期待が
感じられる。野々山は、我々の社会が持つ家族へ
の期待と、それが叶えられないときの社会の側の
受け止めを次のように述べる。
現代家族の多様化は、もはや自明になって
きているのに、なぜそれが見えないままでい
るのか。それは夫婦の固定的な性別役割分業
を前提にした核家族を家族形態の理念型と見
なし、家族形態における核家族化を家族の近
代化とし、いぜんとして夢を託しつづけてい
るからである。そのかぎりにおいて現代家族
の変動を家族の危機とみなす結果になってし
まっている。（野々山 1992：3）
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今日の児童家庭福祉政策の根底にも、あたかも
「あるべき家族像」があり、一時的に機能を阻害
されている家族も、なんらかの支援によって本来
の姿を取り戻せるのではないかと期待されている
かのようである。そのような家族機能の回復が望
めないまでも、親子間の接触を絶やさないことで、
「家族的な」暖かさ、感情の交流を維持できると
いう期待は社会的養護の現場にも根強い。後者は
必ずしも「あるべき家族像」が取り戻せないこと
を受け入れたより現実的な視点ではあるが、しか
し理想的な家族が持っている多様な要素のうち、
感情の交流という一要素は維持したいという点
で、やはり家族への期待は高いと考えられるので
ある。
しかしながら「あるべき家族像」という概念は、
政策が依拠するモデルとするには極めてあいまい
な概念である。家族社会学の分野では、もはや
「家族とは何か」を問うことは不可能になったと
考えられているという（上野 2009）。そうではな
く、「人々は、何を家族だと考えているか」を問
わなければならないほどに、家族そのものが多様
化しているからである。Gubrium と Holstein は
「The Family」と呼ばれるものを、様々な場面に
おける家族に関する記述の詳細な分析から脱構築
してみせた。
私たちが各章で紹介してきた様々な記述と
いう行為は、家族的なものが、観念であると
同時に具体的な実態であることを示している
と思われる。行為が、観念と「もの」とを統
合するのである。だから、記述という行いに
着目することが、私たちの問いに答える足が
かりになるだろう。家族は記述という行為の
一対象であり、したがって単なる「もの」や
きずなの客観的なセットではないし、単なる社
会関係の質についての観念でもない。それは、
経験を材料にして、解釈を通じて組み立てら
れた一つの対象（客体）である。家
ザ ・ フ ァ ミ リ ア ル
族的なもの
なものを記述する中で、私たちは、それに関
わる当事者たちは、事実上、自分たちの社会
関係についての日常的な認識に依拠して解釈
作業をしているのだということを発見する。
彼らは、その事柄についてさらに深く考えな
ければならなくなるときが来るまでは、そう
した日常的な常識を程度の差こそあれ決定的
なものだと見なしている。彼らの作業は絶え
間のない定義の過程ではなく、むしろ、状況
によってパターン化されているもののように
みえる。彼らの家族のきずなをめぐって、自
明視されていた理解に挑戦するような事態が
起こる。すると、そうした事態によって、私
たちが「家族プロジェクト」と呼ぶものが発
動されることになる。家族的なものの記述に
関わる人たちは、たしかに、社会的構築の実
践者である。しかし、彼らの作業は、夕食の
テーブル、街頭、病院のなか、治療センター、
カウンセリング機関、家庭裁判所といった、
それが行われる場所での記述をめぐる諸条件
に 明 ら か に 制 約 さ れ る。（Gubrium and 
Holstein=1997：319-320）
また、Gubrium と Holstein が実態としての家
族はそれを認識する視点と切り離しては考えられ
ないと指摘するように、ひとつの家族であっても、
それに何を見るかということは、家族を見ている
のが誰かということによって異なるだろう。社会
的養護に措置された子どもの家族を考えたとき、
子どもが期待する保護者の姿、施設職員が見てい
る家族の姿、行政や社会一般が求める家族の姿、
地域社会が見ている家族の姿は、決して同一では
ない。誰もが家族のある側面しか見ていないため
に起こり得るそのような家族像の不一致は、それ
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ぞれがそのような側面を家族に期待するために生
じているように思われる。「あるべき家族像」や
「The Family」は、誰がその家族を見ているのか
という視点の差による像のずれを想定しないとい
う意味で、我々が「家族」と聞いて一般的に想像
する姿であるかもしれない。だが、我々が日々具
体的に経験し実践する家族は、決して「あるべき
家族像」ではない。とくに、虐待家庭のような社
会的養護を必要とする家族は、婚姻関係の緩さを
含めて様々な意味で生活基盤が脆弱であることは
よく知られており（大澤 2008）、「あるべき家族
像」とは大きく異なっている。
それではなぜ、我々の社会はそれでも家族に期
待するのだろうか。それは家族の変化、家族の危
機、家族の崩壊が問題視されていてもなお、我々
には家族に代わるもの、家族のオルタナティブが
未だ見つかっていないから、と答えるほかあるま
い。そうであれば、児童福祉政策が対象とする家
族は「あるべき家族像」などではなく、Gubrium
と Holstein が「Family」と呼んだところのもの
であるという出発点に立たなければならないので
はないか。それはあらゆるケースにおいて、「こ
の家族にとって家族再統合とはなにか？」が個別
に問われるということであり、その際の「家族」
が誰の目から見た家族であるのかに注意が払われ
なければならないということである。そのうえで
なお、個別具体的な家族再統合を超えて、もっと
も深刻な課題を抱える家族に共通する「家族再統
合」概念が存在すると考える。その一つのアプ
ローチとして、分離された親子が必ずしも同居を
果たせないことも、家庭復帰だけが親子にとって
もっとも幸福なゴールとは限らないことも知り尽
くしている社会的養護の現場職員の、現実認識と
実際の業務と信念から再構築する方法があるので
はなかろうか。
4．おわりに
本稿では児童虐待相談件数の急増と施設型の社
会的養護に措置される児童の増加を背景に、児童
家庭福祉の分野で支援目標とされる「家族再統合」
とは何かを整理した。とくに親子分離というもっ
とも困難な事例を扱う社会的養護の現場では、
「家族再統合」を「家庭復帰」には矮小化させず、
広義に理解しながら個別性を尊重していることが
推察された。一度崩壊しかけた親子をもう一度親
子たらしめることの困難性をよく認識している現
場で「家族再統合」を重視するのは、我々の社会
が家族に代わるものを見いだせていないからだと
考えられる。個別具体的な家族を支援しながら、
なお個別性を超えた「家族再統合」概念の検討が
不可欠だが、それについては稿を改めて論じたい。
註
 1 ） ただし、明治期から戦前にかけての児童虐待は貧
困による児童労働・児童酷使を指すと思われてい
るが、吉見はこの時期にあっても現代の児童虐待
の定義に当てはまる虐待の 4 類型で現象を捉える
視点があったことを指摘している（吉見 2012）。
 2 ） 1973 年前後に全国のターミナル駅のコインロッ
カーに新生児が遺棄され死亡する事件が複数発生
したことから、乳児虐待死・遺棄事件の総称と
なった。
 3 ） 1989 年度の相談対応件数は 1101 件であったが、
児童虐待防止法が施行された 2004 年度には
33,408 件、直近の 2013 年度は 73,765 件となり、
統計を取り始めた年と比較して 60 倍を超えてい
る。とくに近年はネグレクトや心理的虐待の認知
の拡大による通告が急増しているとみられる。
 4 ） 家庭支援専門相談員は入所児童の早期家庭復帰等
を支援するための体制を強化する目的で 1999 年
にまず乳児院に導入され、その後 2004 年に児童
養護施設・児童自立支援施設・情緒障害児短期治
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社会的養護における家族再統合とはなにか
療施設に拡大導入された。2012 年の厚生労働省
通知「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談
員、心理療法担当職員、個別対応職員、職業指導
員及び医療的ケアを担当する職員の配置について
（雇児発 0405 第 11 号）」により資格要件が初めて
明記された。
 5 ） たとえば大阪府では、児童虐待からの家族回復支
援を「家族再統合支援事業」として事業化してい
るが、ここでは児童虐待を行ったが子どもが在宅
のまま支援を受ける保護者と、親子分離中の保護
者を共に対象にしており、両者を区別していな
い。ただし、これは稀な例であり、一般に「家族
再統合」という場合は親子分離中の親子を対象に
していることが多い。
 6 ） 原文は Maluccio 他（1993）によるが、訳語はト
ムソン（トムソン 2005;2006）で翻訳引用された
日本語訳を用いた。
 7 ） 例えば川松は児童福祉司の立場から、虐待親のお
かれた困難な状況の改善なしに虐待問題の解決が
望めないことを指摘している（川松 2008）。
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